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○裾野市開発行為に伴い設置される公共施設の手続きに関する要綱 

平成31年3月29日 

告示第69号 

(趣旨) 

第1条 この要綱は、都市計画法(昭和43年法律第100号。以下「法」という。)第32条に基

づく道路管理者である市長との協議、同意及び協議された公共施設の管理及び帰属に係る

市の事務の具体的な処理について定めるものとする。 

(定義) 

第2条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号の定めるところによ

る。 

(1) 開発申請者 法第29条及び第35条の2に規定する許可を申請する者をいう。 

(2) 協議 法第32条に規定する協議をいう。 

(3) 同意 法第32条に規定する同意をいう。 

(4) 公共施設 法第4条第14項に規定する公共施設のうち、道路、公園、緑地及び水路(調

整池を含む。)をいう。 

(協議申出の手続) 

第3条 開発申請者は、協議を申し出るときは、開発行為に伴う公共施設に関する協議(変更

協議)申出書(様式第1号)を2部、市長に提出しなければならない。 

(同意書) 

第4条 市長は、前条に規定する申出に同意するときは、開発申請者に対し、裾野市開発行

為に関する規則(平成18年裾野市規則第30号)第3条第6項に規定する書面(以下「同意書」

という。)を交付するものとする。 

2 市長は、別に定める基準により、前項に規定する同意について判断するものとする。 

3 市長は、前項の同意に条件を付することができる。 

4 市長は、協議の対象となる公共施設があるときは、第1項の同意に、協議に関する条件

を付すことができる。 

5 第1項の同意書は、法第30条第2項に規定する同意を得たことを証する書面又は協議の経

過を示す書面として扱うものとする。 

6 第1項の同意書の有効期限は、市長が同意した日から3年とする。 

(申出の取下げ) 

第5条 開発申請者は、第3条(第8条において準用する場合を含む。)に規定する申出を取り
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下げるときは、前条(第8条において準用する場合を含む。)に規定する同意を受ける前に、

市長に取下書(様式第2号)を提出しなければならない。 

(計画の取りやめ) 

第6条 開発申請者は、第4条(第8条において準用する場合を含む。)に規定する同意を受け

た後に、開発計画を取りやめるときは、廃止届(様式第3号)を市長に提出しなければなら

ない。 

(開発申請者の変更) 

第7条 開発申請者は、第4条(第8条において準用する場合を含む。)に規定する同意を受け、

法第29条に規定する開発行為の許可を受ける前に、開発申請者名を変更するときは、開

発申請者変更届(様式第4号)を市長に提出しなければならない。 

(変更協議) 

第8条 開発申請者は、次に掲げる変更が生じた場合は、市長に変更協議の申出をしなけれ

ばならない。 

(1) 帰属に関する事項の変更 

(2) その他、市長が協議の必要があると判断した変更 

2 前項に規定する変更協議の申出の手続きは、第3条及び第4条の規定を準用する。 

(変更届) 

第9条 開発申請者は、前条第1項及び次条に規定する変更以外の変更が生じたときは、市

長の確認を受けなければならない。 

2 前項に規定する確認は、開発行為の協議に関する変更届(様式第5号)に、当該様式の下欄

に掲げる書類を添付して、市長に提出することにより行うものとする。 

(帰属面積等の訂正) 

第10条 第4条の同意書に記載された開発区域の面積及び公共施設の面積について、測量誤

差等による差異が生じたときは、開発申請者は、その旨を市長に申請し、承認を得なけれ

ばならない。 

2 前項に規定する申請は、帰属面積等訂正申請書(様式第6号)に、当該様式の下欄に掲げる

書類を添付して、市長に提出することにより行うものとする。 

3 市長は、第1項に規定する申請を承認するときは、開発申請者に対し、帰属面積等訂正

承認通知書(様式第7号)を交付するものとする。 

(登記等手続) 

第11条 法第40条の規定に基づき裾野市に帰属する公共施設用地(以下「市帰属用地」とい



3/15 

う。)があるときは、開発申請者は、法第36条第1項の規定による工事完了届の提出まで

に、市帰属用地について、次に掲げる手続等を完了しなければならない。 

(1) 住所等の変更 登記事項証明書に記載された所有者の住所等を、同所有者の印鑑証

明書及び資格証明書のものと整合させること。 

(2) 地積更生 登記事項証明書の地積と実測の面積とが異なる場合、地積更生の登記を

法務局に申請し、訂正すること。 

(3) 所有権以外の登記の抹消 仮登記、抵当権、賃借権等の登記を抹消すること。 

(4) 地目変更 登記事項証明書の地目を公共施設の用途に応じたものに変更すること。 

(維持管理協定書等の提出) 

第12条 法第39条の規定による公共施設の管理及び法第40条に規定する市帰属用地がある

ときは、開発申請者は、法第36条第1項の届出の際、別表に掲げる書類を市長に提出しな

ければならない。ただし、市長が提出を要しないと認めた書類については、この限りでな

い。 

(工事完了検査) 

第13条 市長は、第11条及び第12条に規定する手続きが完了し、かつ、法第36条第2項に

規定する検査の結果に不備がないと認めたときは、工事完了検査の合格とする。 

(道路法の手続) 

第14条 市長は、第13条に規定する工事完了検査の合格後、道路法(昭和27年法律第180号)

に規定する路線認定等の手続を行うものとする。 

(その他の手続) 

第15条 開発行為に伴い設置される公共施設の管理及び帰属に関し、この要綱に定めのな

い事項について、開発申請者は、市長の指示に従わなければならない。 

附 則 

(施行期日) 

1 この要綱は、平成31年4月1日から施行する。 

(裾野市開発行為に伴う道路整備補助金交付要綱の一部改正) 

2 裾野市開発行為に伴う道路整備補助金交付要綱(平成31年裾野市告示第56号)の一部を次

のように改正する。 

〔次のよう〕略 

別表(第12条関係) 

番号 書類の名称 提出部数 備考 
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1 公共施設の管理及び帰属協定書 2 代表者印を押印したものを提出

すること 

2 登記承諾書兼登記原因証明情報 1 所有権移転登記用 

3 帰属用地の全部事項証明書 各1 分合筆、抵当権等の確認用(要約

書不可) 

4 代表者事項証明書 1 公共施設の管理及び帰属協定書

及び所有権移転登記用 

5 印鑑証明書 1 公共施設の管理及び帰属協定書

及び所有権移転登記用 

6 収入印紙 1式 相互帰属により開発申請者へ帰

属する土地がある場合 
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様式第1号(第3条関係) 

様式第2号(第5条関係) 

様式第3号(第6条関係) 

様式第4号(第7条関係) 

様式第5号(第9条関係) 

様式第6号(第10条関係) 

様式第7号(第10条関係) 

 


